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研究要旨 

【背景】高齢者もなるべく自宅で療養することを望んでおり、一方で財源を含むリソース不

足の観点からも在宅介護が推進され、在宅介護の期間を少しでも長くする施策が求められて

いる。在宅介護には家族の介護が必須であり、ショートステイサービスはレスパイトケアと

して用いられることが多く、特に緊急ショートステイサービスは多くの在宅介護者が望むサ

ービスであり、同サービスが整備されれば在宅介護を継続できるとする者も多い。そこで、

在宅介護サービスの中でもショートステイサービスに着目し、ショートステイサービスの利

用が初めての施設入所までの期間に及ぼす影響を明らかにすることを目的とした。 

【方法】2006 年 4月～2012 年 3月サービス利用月までの茨城県の介護レセプトデータを用い

て、対象を 2006 年 4月以降に要介護認定を初めて受け、初めて何等かのサービスを受けた時

点で 65 歳以上かつ要介護 1～5であり（要支援を除く）、初めて利用したサービスが在宅介

護サービスであり（施設入所を除く）、2012 年 3月までに施設入所をした者とし、2,454 人

を分析対象とした。従属変数を、初めて何等かのサービスを利用した時点から初めて施設入

所した時点までの期間とし、独立変数をその間のショートステイサービス利用として、コッ

クス比例ハザードモデルを用い、年齢、性別、その他の在宅介護サービス利用を共変量とし

て多変量解析した。 

【結果】軽介護度においては、ショートステイ利用者の方が未利用者より、施設入所までの

期間が有意に長かった。一方で、重介護度においては、ショートステイ利用者の方が未利用

者に比して、施設入所までの期間が有意に短かった。 

【結論】本研究により、軽介護度ではショートステイ利用は施設入所に関して予防的作用と

して機能し、重介護度では促進的作用として機能した。このことから、在宅介護をより長く

するためには、適切なタイミングで適切なサービスを使用することが重要であることを示唆

した。 

Ａ．研究目的 

 わが国においては 2000 年に介護保険制

度が始まり、さらに地域包括ケアシステム

も進められ、高齢になり介護が必要となっ

ても住み慣れた地域で暮らすことが目標と

されており 1-2、ますます在宅介護が推進

されている。高齢者も在宅での療養を希望

する者が多く、在宅介護可能な期間をなる

べく長くする施策が求められている。 

在宅介護には家族の介護が必須であり、

介護保険制度は介護の社会化を掲げ、家族

介護者の負担軽減も目指しているが、介護

保険制度におけるサービス提供はあくまで

利用者のためのものであり、利用者がサー
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ビス利用をすることで二次的に休養をとっ

ている程度である。他国のように家族介護

者支援やレスパイトケアに関わる法的整備

もなされていないことから、わが国の家族

介護者支援は不十分な状態と言える。 

 在宅介護者が最も望むサービスとして、

緊急ショートステイサービスが挙げられて

おり 3-4、緊急ショートステイサービスが

利用できれば在宅介護を継続できると回答

する者が多い 4-5。このことから、本研究

において、在宅介護サービスに欠かせない

ショートステイサービスに着目をした。 

 ショートステイサービスの利用とその後

の施設入所との関連については、入所を促

進するという結果と、施設入所までの期間

を延伸させ予防するという結果が混在し、

一定の結論を見ていない 6-10。またショー

トステイの利用と要介護度の関連において

も軽快する、あるいは悪化すると両方の結

果が示されていた 11-12。 

 本研究は、ショートステイの利用が、そ

の後初めて施設入所するまでの期間にどの

ように影響するかを明らかにすることを目

的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 2006 年 4 月～2012 年 3月サービス利用

月までの茨城県の介護レセプトデータを用

いた。分析対象者は、2006 年 4月以降に

要介護認定を初めて受け、初めて何等かの

サービスを受けた時点で 65 歳以上かつ要

介護 1～5であり（要支援を除く）、初め

て利用したサービスが在宅介護サービスで

あり（施設入所を除く）、2012 年 3月ま

でに施設入所をした者とし、2,454 人を分

析対象とした。 

 従属変数を初めて何等かの在宅介護サー

ビスを利用した時点から初めて施設に入所

するまでの期間とし、独立変数を施設入所

までのショートステイサービスの利用の有

無とした。 

 分析にあたり、要介護が軽度か重度かに

より、サービス利用の影響の大きさが異な

ることが先行研究でも指摘されていること

から 7,11、要介護軽度（要介護 1，2）と要

介護重度（要介護 3－5）に分けて分析し

た。分析には、コックス比例ハザードモデ

ルを用い、共変量として性別、初めて在宅

介護サービスを利用した時点の年齢、各種

在宅介護サービス利用の有無（訪問介護、

訪問入浴、訪問リハビリ、訪問看護、デイ

ケア、デイサービス、福祉用具貸与）を投

入し、調整ハザード比を算出した。 

 

（倫理面への配慮） 

介護レセプトデータ利用にあたっては、厚

生労働省発統 0330 第 7号による厚生労働

省・大臣官房・統計情報部の利用許可を得

ている。筑波大学医学部研究倫理委員会の

承認を受けている。（承認日：平成 27 年

10 月 1日、通知番号：第 1009 号） 

 

Ｃ．研究結果 

 軽介護度においては、ショートステイ利

用者の方が未利用者より、施設入所までの

期間が有意に長かった。一方で、重介護度

においては、ショートステイ利用者の方が

未利用者に比して、施設入所までの期間が

有意に短かった。 

 

Ｄ．考察 

 本研究の中で、軽介護度において、ショ

ートステイ利用者の方が施設入所までの期

間が長く、ショートステイ利用が施設入所

の予防的作用として機能した結果は、先行

研究を指示するものであった 6。ショート

ステイの利用は家族の意向によるものが多

いこと 13、また家族介護者の負担感を軽減

する作用があることが指摘されていること

から 7,14、ショートステイを利用すること

で、家族が休養をとることができ、在宅介
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護をより長く継続させることができたので

はないかと考えられる。 

一方で、重介護度において、ショートス

テイ利用者の方が施設入所までの期間が短

く、ショートステイ利用が施設入所の促進

的作用として機能した結果は、先行研究に

類似したものであった 8。重介護度の利用

者は施設入所の希望が叶わず、待機してい

る中でショートステイを施設の代替として

使用している場合があり 15,16、ショートス

テイ利用者の中にはそもそも施設入所希望

の高いものが多かった可能性もある。 

 

Ｅ．結論 

 本研究により、軽介護度ではショートス

テイ利用は施設入所に関して予防的作用と

して機能し、重介護度では促進的作用とし

て機能した。このことから、在宅介護をよ

り長くするためには、適切なタイミングで

適切なサービスを使用することが重要であ

ることを示唆した。 
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